
市 議 会 だ よ り （8）第２６３号 2024年（令和６年）２月1０日

●議員からの寄附やあいさつ状（答礼のための自筆によるものを除く）は公職選挙法で禁止されています●
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願
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れ
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管
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委
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。

　

議
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（
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左
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６
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。
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関
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政
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へ
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付
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ま
し
た
。

（
審
議
結
果
は
左
表
）

　義務教育は憲法の要請に基づき、
子どもたち一人一人が国民として必
要な基礎的資質を培うためのもので
ある。教育の全国水準や機会均等を
確保する義務教育の基盤づくりは国
の責務であり、そのために設けられ
たのが義務教育費国庫負担制度であ
る。
　かつては教材費、旅費、児童手当
など多くの経費が対象となっていた
が、次第に対象から除外され給与費
のみとなり、２００５年には給与費
の負担割合が３分の１に縮減された。
　現在、地方自治体の状況は様々で
あり、子どもたちを取り巻く教育環
境にも格差が生じている。国民に等
しく義務教育を保障するという観点
からいえば、財政的に最低保障とし
て下支えしている義務教育費国庫負
担制度は必要不可欠である。
　よって、本市議会は国及び政府に
対し、義務教育費国庫負担制度を堅
持するよう強く要望する。

義務教育費国庫負担制度の
堅持に関する意見書（要旨）

12月定例会　議案等の審議結果一覧

○令和６年定例会開会予定日○

２月定例会 ２月14日(水)
６月定例会 ６月７日(金)
９月定例会 ９月６日(金)
12月定例会 11月29日(金)
※�上記は予定であり、事情により変更

される場合があります。
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○市長提出

議　案 第41号 市川市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に
基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

42号 市川市一般職の職員の給与に関する条例等の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ 可　決

43号 市川市会計年度任用職員の給与及び報酬並びに旅費及び費用弁償に関する条例の一
部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

44号 市川市国民健康保険税条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

45号 令和５年度市川市一般会計補正予算（第６号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ 可　決

46号 令和５年度市川市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

47号 令和５年度市川市介護保険特別会計補正予算（第２号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

48号 令和５年度市川市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

49号 令和５年度市川市下水道事業会計補正予算（第２号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

50号 指定管理者の指定について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

51号 監査委員の選任について（草薙信久氏） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ 同　意

52号 令和５年度市川市一般会計補正予算（第７号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

53号 市川市手数料条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

54号 国府台公園野球場整備工事請負変更契約について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

報　告 第28号 専決処分の承認を求めることについて ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 承　認

29号 専決処分の承認を求めることについて ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 承　認

○議員提出

発　議 第12号 国における２０２４年度教育予算拡充に関する意見書の提出について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

13号 義務教育費国庫負担制度の堅持に関する意見書の提出について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

14号 国にイスラエル・パレスチナ紛争の即時停戦に向けた外交努力を求める意見書の提
出について × × ○ ○ × △ × × △ ○ ○ ○ 否　決

15号 食品ロス削減への国民運動のさらなる推進を求める意見書の提出について ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ 可　決

16号 認知症との共生社会の実現を求める意見書の提出について ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ 可　決

17号 政府に対し、日本国内におけるオスプレイの飛行禁止を求める意見書の提出につい
て × × ○ × × △ × × ○ ○ ○ ○ 否　決

○請　願

請願第５ - 3号「国における２０２４年度教育予算拡充に関する意見書」採択に関する請願 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 採　択

５ - 4号「義務教育費国庫負担制度の堅持に関する意見書」採択に関する請願 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 採　択

※出席した会派の議員全員が、賛成：○、反対：×、欠席：－、出席した会派の議員の一部が賛成・一部が反対：△
※議案の全文及び議員別の賛否は市川市議会のホームページに掲載しています。

※○は会派代表者。　　※市議会では会派制をとり議会活動を行っています。なお、所属議員３人以上の会派を、議会運営委員の選出などができる交渉会派としています。
（この会派別議員名簿は令和６年１月25日現在のものです。）
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